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洪水被害の未然防止及び軽減を図るため、洪水の予測を行い、気象台と共同して洪水予報

の迅速な発令を行う。 

水防警報を迅速に発令し、円滑な水防活動の支援や災害の未然防止を図る。 

関係自治体が警戒避難を円滑かつ迅速に実施できるよう、水位情報等を速やかに関係自治

体及び関係機関に伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（地震時の対応） 

情報連絡の適切な実施と、河川管理施設等の迅速な点検を行い、二次災害の防止を図る。 
さらに、地震発生後の防災用水として、関係機関と連携し、手取川の河川水の有効活用に

ついて検討する。 
 

（水質事故発生時の対応） 

水質事故による利水及び環境への被害を最小限にとどめるため、「手取川・梯川水質汚濁

対策連絡協議会」を通じて迅速な情報伝達を行うとともに、関係機関と連携して水質事故の

被害拡大防止に努める。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（渇水時の対応） 

河川流量が減少し渇水対策が必要となった場合には、関係機関や水利使用者等と連携して

情報の伝達、共有を図り、被害拡大防止に努める。 

図 74 情報伝達系統図 

図 75 水質事故情報連絡系統図 

図 76 河口部オイルフェンス設置状況

（ロシアタンカー重油流出事故 
平成 9年 1月）
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